
議弟43号

山形県会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の設定にっいて

山形県会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を次のように制定する

山形県会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

(目的)

第1条この条例は、別に条例で定めるものを除き、地方公務員法(昭和25年法律第2飢号。以下

「法」という。)第24条第5項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第

162号)第42条の規定に基づき、県職員(法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員を除

く。)又は市町村立学校職員給与負担法(昭和23年法律第135号)第1条に規定する職員のうち

法第器条の2第1項に規定する会計年度任用職員(以下「会計年度任用職員」という。)である

者(以下「職員等」という。)の給与及び費用弁償並びに法第57条に規定する単純な労務に雇用

される職員のうち会計年度任用職員である者の給与の種類及び基準を定めることを目的とする。
(給与)

第2条職員等のうち法第22条の2第1項第1号に掲げる職員にっいては、報酬及び期末手当を支
給する。

2 前項の報酬には、初任給調整手当、地域手当、特殊勤務手当、農林漁業普及指導手当、時問外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当に相当する額を含むものとする。

第3条職員等のうち法第22条の2第1項第2号に掲げる職員にっいては、給料、初任給調整手

当、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、へき地手

当、へき地手当に準ずる手当、義務教育等教員特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、

農林漁業普及指導手当、時聞外勤務手当、休日勤務手当、夜問勤務手当、宿日直手当及び期末手
当を支給する。

第4条前2条に掲げる給与にっいては、予算の範囲内で支給するものとし、その額、支給方法等

に関し必要な事項は、一般職の常勤の職員の給与との権衡を考慮し、任命権者が別に定める。

第5条職員等には、他の条例に別段の定めがない限り、第2条及び第3条に定める給与を除くほ

か、他のいかなる給与も支給しない。

(費用弁償)

第6条職員等のうち法第22条の2第1項第1号に掲げる職員に対しては、通勤に係る費用及び職

務のための旅行に係る費用を弁償する。

第7条前条に規定する費用弁償の額、支給方法等に関し必要な事項は、一般職の常勤の職員の通

勤手当及び旅費との権衡を考慮し、任命権者が別に定める。

(単純な労務に雇用される会計年度任用職員の給与)

第8条法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員のうち会計年度任用職員である者の給与

の種類及ぴ基準は、職員等についてこの条例に定める給与の種類及び基準による。
(委任)

第9条この条例の施行に関し必要な事項は、任命権者が別に定める。

附則

(施行期助

1 この条例は、平成32年4月1日から施行する。

(山形県職員等の給与に関する条例の一部改正)

2 山形県職員等の給与に関する条例(昭和32年8月県条例第30号)の一部を次のように改正す
ζ)。

0
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第4条第2項中「第26条及び」を削る。

第26条を次のように改める。

第26条削除

別表第1の備考ただし書を削る。

別表第3の備考ただし書中「、教育職員及び第26条に規定する者」を「及び教育職員」に改め

る。

別表第4教育職給料表①の項の表の備考第1号ただし書を削り、同別表教育職給料表②の項

の表の備考第1号ただし書を削る。

(山形県職員等の育児休業等に関する条例の一部改正)

3 山形県職員等の育児休業等に関する条例(平成4年3月県条例第7号)の一部を次のように改

正する。

第7条第2項中「のうち」を「(地方公務員法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員

を除く。)のうち」に改める。

第8条中「が職務」を「(地方公務員法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員を除

く。)が職務」に改める。

第27条の表中「、第15条第2項」を「並びに第15条第2項」に改め、「並びに第26条第1項」

を削る。

提案理由

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用職員の給与及び費用弁償について

定めるため提案するものである。
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議第M号

山形県職員定数条例の一部を改正する条例の制定にっいて

山形県職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県職員定数条例の一部を改正する条例

山形県職員定数条例(昭和24年8月県条例第45号)

第1条中「2箇月以内の期間を定めて雇傭される」

附則

この条例は、平成32年4月1日から施行する。

提案理由

臨時の職の者を定数外の職員とするため提案するものである。

の一部を次のように改正する。

を「臨時の職の」に改める。
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議第45号

職員の懲戒に関する条例等の一部を改正する条例の設定について

職員の懲戒に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

職員の懲戒に関する条例等の一部を改正する条例

(職員の懲戒に関する条例の一部改正)

第1条職員の懲戒に関する条例促召和26年10月県条例第43号)の一部を次のように改正する。

第5条中「、給料及び教職調整額」を「給料及び教職調整額、地方公務員法第22条の2第1項

第1号に掲げる職員にあっては報酬(初任給調整手当、地域手当、特殊勤務手当、農林漁業普及

指導手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当に相当する額を除

く。)」に改める。

(市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の懲戒に関する条例の一部改正)

第2条市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の懲戒に関する条例(昭和31年9月県条

例第62号)の一部を次のように改正する。

第5条中「、給料及び教職調整額」を「給料及び教職調整額、法第22条の2第1項第1号に掲

げる職員にあっては報酬(特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜問勤務手当及び宿

日直手当に相当する額を除く。)」に改める。

附則

この条例は、平成32年4月1日から施行する。

提案理由

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、懲戒処分としての減給の対象に会計年度任用職

員の報酬を加えるため提案するものである。
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議第46号

山形県職員等に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について

山形県職員等に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県職員等に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例

山形県職員等に対する退職手当支給条例(昭和28年10月県条例第26号)の一部を次のように改正

する。

第2条第2項中「で、その勤務形態が職員に準ずるものは、規則で定めるところにより、職員と

みなして、この条例の規定を適用するJ を「であつて、職員にっいて定められている勤務時問以上

勤務した日(法令の規定により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。)

が18昌以上ある月が引き続いて12月を超えるに至つたもので、その超えるに至つた日以後引き続き

当該勤務時間により勤務することとされているものは、職員とみなして、この条例(第5条中Ⅱ年

以上25年未満の期間勤続した者の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る部分以外の

部分並びに第6条中公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに25年以上勤続した者の通勤

による傷病による退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分を除く。)の規定を適用する」に

改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、地方公務員法第22条の2第1項第1号に掲げる職員については、この限りでない。

第8条第4項を次のように改める。

4 炊の各号に掲げる者に対する退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算にっいては、当該各

号に掲げる期間は、第1項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなす。

(D 第2条第2項に規定する者その者の同項に規定する勤務した月が引き続いて12月を超える

に至るまでのその引き続いて勤務した期間

(2)第2条第2項に規定する者以外の常時勤務に服することを要しない者のうち、同項に規定す

る勤務した月が引き続いて12見を超えるに至るまでの間に引き続いて職員となり、通算して12

月を超える期間勤務したものその職員となる前の引き続いて勤務した期間

第8条第5項中「在職期問について」を「在職期間(第2条第2項に規定する者に相当する職員

以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を含む。)について」に改める。

附則

(施行期助

1 との条例は、平成32年4月1日から施行する。

(経過措置)

2 この条例の施行の日の前日を含む月以前における常時勤務に服することを要する者以外の者と

しての勤続期間は、改正後の山形県職員等に対する退職手当支給条例(以下「新条例」とい

う。)第2条第2項に規定する引き続いて勤務した期間に含まないものとする。

3 新条例第2条第2項に規定する者以外の常時勤務に服することを要しない者の同項に規定する

勤務した月が引き続いて6月を超えるに至った場合には、当分の問、その者を同項の職員とみな

して、新条例の規定を適用する。この場合において、その者に対する山形県職員等に対する退職

手当支給条例第3条及び第7条の5の規定による退職手当の額は、同条例第3条から第6条の3

まで及び第7条から第7条の5までの規定により計算した退職手当の額の100分の50に相当する

金額とする。

4 前項の規定の適用を受ける者(引き続き同項に規定する者であるものとした場合に、同項の規

定の適用を受けることができた者を含む。)に対する新条例第8条第4項の規定の適用にっいて

は、同項中「12月」とあるのは、「6月」とする。
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提案理由

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用職員の退職手当の支給要件等を定

めるため提案するものである。
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議第47号

山形県部設置条例の一部を改正する条例の制定にっいて

山形県部設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県部設置条例の一部を改正する条例

山形県部設置条例(昭和34年3月県条例第2号)の一部を次のように改正する。

第2条中第9号を第10号とし、第8号を第9号とし、同条第7号中ハを削り、二をハとし、ホを

二とし、同号を同条第8号とし、同条第6号中二をホとし、ハを二とし、口の次に次のように加え
る。

ハ貿易に関する事項

第2条中第6号を第7号とし、第5号を第6号とし、第4号を第5号とし、同条第3号イ中「環

境の保全及び環境衛生J を「生活環境の保全」に改め、同号ハ中「防災、消費者の利益の擁護及ぴ

増進その他県民生活の安全」を「環境衛生」に改め、同号に次のように加える。

自然環境に関する事項

第2条中第3号を第4号とし、第2号の炊に次の 1号を加える。

(3)防災くらし安心部

イ防災、危機管理及び消防救急に関する事項

口消費者の利益の擁護及び増進に関する事項

ハ生活衛生その他県民生活の安全に関する事項

附則

(施行期田

1 この条例は、平成31年4月1日から施行する。

(山形県防災会議条例の一部改正)

2 山形県防災会議条例(昭和37年10月県条例第51号)の一部を次のように改正する。

第6条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県災害対策本部条例の一部改正)

3 山形県災害対策本部条例(昭和37年10月県条例第52号)の一部を次のように改正する。

第5条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県公衆浴場入浴料金審議会条例の一部改正)

4 山形県公衆浴場入浴料金審議会条例促召和40年4月県条例第30号)の一部を次のように改正す
る。

第6条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県交通安全対策会議条例の一部改正)

5 山形県交通安全対策会議条例(昭和45年10月県条例第46号)の一部を次のように改正する。

第5条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県石油コンビナート等防災本部条例の一部改正)

6 山形県石油コンビナート等防災本部条例(昭和51年10月県条例第45号)の一部を次のように改

正する。

第6条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県生活衛生適正化審議会条例の一部改正)

7 山形県生活衛生適正化審議会条例(平成12年3月県条例第13号)の一部を次のように改正す

る。

第6条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。
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(山形県国民保護対策本部及び山形県緊急対処事態対策本部条例の一部改正)

8 山形県国民保護対策本部及び山形県緊急対処事態対策本部条例(平成16年12月県条例第59号)

の一部を次のように改正する。

第6条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県国民保護協議会条例の一部改正)

9 山形県国民保護協議会条例(平成16年12月県条例第印号)の一部を次のように改正する。

第8条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県消費生活条例の一部改正)

10 山形県消費生活条例(平成18年3月県条例第17号)の一部を次のように改正する。

第44条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県傷病者搬送・受入実施基準協議会条例の一部改正)

H 山形県傷病者搬送・受入実施基準協議会条例(平成21年10月県条例第66号)の一部を次のよう

に改正する。

第6条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

(山形県新型インフルエンザ等対策本部条例の一部改正)

12 山形県新型インフルエンザ等対策本部条例(平成25年3月県条例第19号)の一部を次のように

改正する。

第5条中「環境エネルギー部」を「防災くらし安心部」に改める。

提案理由

県行政組織の機能を強化し、行政の効率的運営を図るため提案するものである。



議第妃号

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

山形岬、職員等の特殊勤務手当に関する条例印召和35年10月県条例第34号)の一部を炊のように改

正する。

第14条第2項の表第4号中「高速自動車国道においてイ」を「高速道路(高速自動車国道法(昭

和32年法律第79号)第4条第1項に規定する高速自動車国道及び道路交通法(昭和35年法律第105

号)第Ⅱ0条第1項の規定により国家公安委員会が指定する自動車専用道路をいう。以下同じ。)

においてイ」に、「高速自動車国道においてハ」を「高速道路においてハ」に改める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

警察職員が国家公安委員会が指定する自動車専用道路において交通捜査作業に従事した場合に、

高速自動車国道において当該作業に従事した場合と同額の特殊勤務手当を支給するため提案するも

のである。
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議第四号

山形県語学指導等に従事する外国人の給料及び旅費の支給に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

山形県語学指導等に従事する外国人の給料及び旅費の支給に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。

山形県語学指導等に従事する外国人の給料及び旅費の支給に関する条例の一部を改正

する条例

山形県語学指導等に従事する外国人の給料及び旅費の支給に関する条例(昭和62年7月県条例第

21号)の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

山形県語学指導等に従事する外国人の報酬及び費用弁償の支給に関する条例

第1条中「県の特別職の」を「地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の2第1項第1号

に掲げる」に、呼合料及び旅費」を「報酬及び費用弁償」に改める。

第2条の見出しを「(報酬月額)」に改め、同条中「給料」を「報酬」に改める。

第3条の見出し中「旅費」を「費用弁償」に改め、同条第1項中「旅費」を「費用弁償額」に改

め、同項第1号及び第2号中「職員」を「常勤の職員」に改め、同条第2項中「旅費に」を「費用

弁償に」に、「を旅費」を「を費用弁償」に改める。

第4条の見出し中「給料等」を「報酬等」に改め、同条中呼合料及び旅費」を「報酬及び費用弁

償」に、「職員」を「常勤の職員」に改める。

附則

この条例は、平成32年4月1日から施行する。

提案理由

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものであ

る。
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議第50号

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例等の一部を改

正する条例の設定について

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例等の一部を改正する条例

を次のように制定する。

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例等の一部を改

正する条例

(外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例の一部改正)

第1条外国の地方公共団体の機関等に派造される職員等の処遇等に関する条例(昭和船年3月県

条例第6号)の一部を次のように改正する。

第2条第2項第3号中「第22条第 1項j を「第22条」に改める。

(公益的法人等への職員等の派遣等に関する条例の一部改正)

第2条公益的法人等への職員等の派造等に関する条例(平成玲年12月県条例第57号)の一部を次

のように改正する。

第2条第2項第3号中「第22条第1項j を「第22条」に改める。

附則

この条例は、平成32年4月1日から施行する。

提案理由

地方公務員法の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものである。
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議第駐号

山形県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

山形県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の・一部を改正する条例を次のように制定す

る。

山形県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例

山形県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成17年7月県条例第69号)の一部を次の

ように改正する。

第2条第2項第1号中「職員を」を「職員及び法第22条の2第1項第2号に掲げる職員を」に改

める。

附則

との条例は、平成32年4月1日から施行する。

提案理由

地方公務員法の一部改正に伴い、任命権者が知事に対して報告する人事行政の運営の状況に係る

職員の範囲を拡大するため提案するものである。
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議第52号

山形県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例の制定にっいて

山形県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例を炊のように制定する。

山形県職員等の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例

山形県職員等の白己啓発等休業に関する条例(平成19年12月県条例第63号)の一部を次のように
改正する。

第4条第2号中「第104条第4項第2号j を「第104条第7項第2号」に改める。
附則

この条例は、平成31年4月1日から施行する。

提案理由

学校教育法の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものである。
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議第脇号

山形県手数料条例の一部を改正する条例の制定について

山形県手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県手数料条例の一部を改正する条例

山形県手数料条例(平成12年3月県条例第8号)の一部を次のように改正する。

第2条第1項第1号中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改め、同項第228号の 2の 7 中
「フ,000円」を「8,800円」に改め、同項第228号の 3 中「47,500円」を「69,500円」に改め、同項

第228号の7 中「32,000円」を「36,000円」に改め、同項第228号の10の表中

36,000円

40,000円

25,000円

「15,000円」に改め、同項第228号の12中「700円」を「1,800円」に改め、同項第2訟万の 3 中
「19,500円」を「24,500円」に改め、同項第262号の表中「1,300円」を「1,350円」に、

1 山廻松0北方一ー を1,700円

.,御 1 *、.,ー廻肱0牝"ーー1 を「2,150円」よ

に、「2,400円」を「2,500円」に、

漣加加"り丸加 1 を100よ

郵一・ーー1 を「3印円」に、こ 、

「530円」を「540円」に、「910円」を「930円」に、

15,000円

に改め、同項第228号の11中「23,000円」を「25,000円」に、

32,000円

35,000円

23,000円

12,000円

を

「12,000円」を

62

「

」

」

うよ

「

1

」

「



ひょう量が 1トン以下のもの

「6,200円」を「6,300円」に、、

「14,400円」を「14,800円」に、、

円」に、「38,500円」を「39,600円」

ひょう量が1トン以下のもの

口

質量が20キログラムを超えるもの

温度計

抵抗体温計

を

1 ・,・0-、

口

質量が20キログラムを超えるもの

温度計

抵抗体温計

「フ,900円」を「8,100円」に、

「19,200円」を「19,800円」

a 使用最大流量が1リットル毎分以下

のもの

b 表示機構の最大指示量が50りツトル

以下のもの(0に掲げるものを除

く。)

「2,500円」を「2,郭0円」

「11,600円」を「11,900円」

に、「21,700円」を「22,400

300円

0

a 使用最大流量が1リットル毎分以下

のもの

b 表示機構の最大指示量が50りツトル

以下のもの(.に掲げるものを除

100円

310円

に、「3,450円」を「3,550円」に、「6,500円」を「6,600円」に改め、同項第263号中「710円」を

「730円」に改め、同項第264号の表中

山泌地0北方りル加 1 を2

ーー0-ー・加 1 ・,・00・1
「1,500円」を「1,600円」に、「3,700円」を「3,800円」に、

「10,900円」を「11,000円」 「15,400円」を「15,600円」に、こ ,、

に、「22,000円」を「22,200円」に、「30,400円」を「31,100円」

円」に改め、同項第266号の表中「13,600円」を「13,900円」に、

H0円

に、

600円

1,600円

620円

1,650円 に、 「2,650円」を「2,700円」

に、「250円」を「300円」に、

「フ,000円」を「フ,100円」に、

「19,400円」を「19,600円」

に、「52,200円」を「52,700

「10,700円」を「10,800円」

63

「

」

1

を

こ
、

1

「

を

こ
こ

1
f

1

ー
」

「

」
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に、「3,250円」を「3,300円」に、「8,000円」を「8,100円」に、「650円」

「790円」を「800円」に、「8,900円」を「9,000円」に、「490円」を「500円」

「フ,300円」に、「4,300円」を「4,400円」に、「700円」に、「フ,200円」 を

「14,100円」に改め、同項第307号の表中

口 ブルセラ病検査

口 ブルセラ病検査

「450円」を「570円」に、

64

円」に改め、同項第3四号の表中

1頭につき310円

「1,200円」を「1,240円」に改め、同項第308号中「670円」を「720

1頭につき800円

1頭につき320円

1頭につき770円

1頭につき750円

1頭につき890円

を「700円」に、

に、「6印円」を

「13,800円」を

中「第86条の 8第 1項」を「第86条の 8第1項若しくは第87条の 2第1項」に、「同条第3項」を

「同法第86条の8第3項(伺法第釘条の2第2項において準用する場合を含む。)」に改め、同項

第3四号の2中「第訟条の 8第1項」を「第86条の 8第1項若しくは第87条の 2第1項」に、「同

条第3項」を「同法第86条の8第3項(同法第釘条の2第2項において準用する場合を含む。)」

「をする」を「又はそに改め、同号の表の備考第3号中「の修繕又は」を「の修繕若しくは」 ゼL-、

の用途の変更をする」に、「又は模様替」を「、模様替又は用途の変更」に改め、同備考第4号中

「又は」を「若しくはj に、「をする」を「又はその用途の変更をする」に改め、同項第350号、

第3認号及び第3郭号中「第87条の 2」を「第釘条の 4」に改め、伺項第361号中「180,000円」を

「180,000円(建築基準法第48条第16項第 1号の規定に該当する場合にあっては120,000円、同項第

2号の規定に該当する場合にあっては140,000円)」に改め、同項第364号中「第郭条第5項第3

号」を「第53条第6項第3号」に改め、同項第384号の2 中「の規定」を「又は第87条の 2第1項

の規定」に改め、同号の表の備考第2号中「の修繕又は」を「の修繕若しくは」に、「をする」を

「又はその用途の変更をする」に、「又は模様替」を「、模様替又は用途の変更」に改め、同項第

認4号の3中「の規定」を「(同法第釘条の2第2項において準用する場合を含む。)の規定」に

改め、同号の表の備考中「修繕又は」を「修繕、」に、「模様替」を「模様替又は用途の変更」に

改め、同号の次に次の2号を加える。

(384)の3の2 建築基準法第87条の3第5項の規定興行場等の使用許可申興行場等の使用期

間が1月以内の場に基づく興行場等の使用の許可の申請に対する審請手数料

合にあっては査

郭,000円、興行場

1頭につき750円

1頭につき860円

を

に、 「640円、」を「650円、」に改め、同項第3四号

に、

を



等の使用期間が1

月を超え3月以内

の場合にあっては

即,000円、興行場

等の使用期間が3

月を超える場合に

あっては120,000

円

(384)の 3の3 建築基準法第87条の 3第6項の規定特別興行場等の使用許 160,000円

に基づく特別興行場等の使用の許可の申請に対す可申請手数料

る審査

第2条第1項第384号の4 中「第部条の 2」を「第釘条の4」に改め、同項第423号の15の次に次
の 2号を加える。

(423)の16 所有者不明士地の利用の円滑化等に関す士地使用権等の取得等

る特別措置法(平成30年法律第四号)第10条第1 の裁定申請手数料

項の規定に基づく士地使用権等の取得の裁定の申

請又は伺法第19条第1項の規定に基づく士地等使

用権の存続期間の延長の裁定の申請に対する審査

損失の補償金の見積額が10万円以下の場合

損失の補償金の見積額が10万円を超え100万円

以下の場合

区

損失の補償金の見積額が100万円を超え500万円

以下の場合

分

損失の補償金の見積額が500万円を超え2,000万

円以下の場合

次の表の左欄に掲

げる損失の補償金

の見積額の区分に

応じ、それぞれ同

表の右欄に定める

額

損失の補償金の見積額が2,000万円を超え1億

円以下の場合

金

27,000円に損失の補償金の見積額の10万

円を超える部分が5万円に達するごとに

2,700円を加えた金額

損失の補償金の見積額が1億円を超える場合

(423)の17 所有者不明士地の利用の円滑化等に関す

る特別措置法第27条第1項又は同法第37条第1項

の規定に基づく特定所有者不明土地の収用又は使

75,印0円に損失の補償金の見積額の100

万円を超える部分が10万円に達するごと

に3,400円を加えた金額

額

27,000円

2Ⅱ,600円に損失の補償金の見積額の500

万円を超える部分が100万円に達するご

とに3,500円を加えた金額

264,100円に損失の補償金の見積額の

2,000万円を超える部分が400万円に達す

るごとに4,800円を加えた金額

前号の表の左欄に

掲げる損失の補償

金の見積額の区分

特定所有者不明士地の

収用又は使用の裁定申

請手数料

360,100円

56



に応じ、それぞれ用の裁定の申請に対する審査

当該手数料の金額

と同一の金額

第2条第1項第431号の 2の表口から二までの項中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改

め、同条第1項第4弱号及び第458号中「2,200円」を「2,300円」に改め、同項第4聡号及び第4印号

中「500円」を「600円」に改める。

附則

この条例は、平成31年4月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

(D 第2条第1項第423号の15の次に2号を加える改正規定平成31年6月1日

(2)第2条第1項第1号及び第431号の2の表口から二までの項の改正規定平成31年7月1日

(3)第2条第1項第262号の表、第263号、第264号の表及び第266号の表の改正規定、伺項第307
号の表の改正規定(「450円」を「570円」に改める部分を除く。)並びに同項第456号の改正

規定平成31年10月1日

④第2条第1項第458号から第460号までの改正規定平成32年1月6日

(5)第2条第 1項第349号、第3四号の 2、第350号、第3認号、第3郭号、第3a号、第364号、第

384号の2及び第384号の3の改正規定、同号の次に2号を加える改正規定並びに同項第384号

の4の改正規定規則で定める日

提案理由

所有者不明士地の利用の円滑化等に関する特別措置法の規定に基づく特定所有者不明士地の収用
又は使用の裁定の申請をする者等から手数料を徴収するとともに、介護支援専門員実務研修受講試

験手数料等の額の適正化を図る等のため提案するものである。
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議第54号

山形県公文書等の管理に関する条例の設定について

山形県公文書等の管理に関する条例を次のように制定する。

目次

第1章総則(第1条一第3条)

第2章公文書の管理

第1節文書の作成(第4条)

第2節公文書の整理等(第5条一第10条)

第3章法人文書の管理(第Ⅱ条一第玲条)

第4章特定歴史公文書の保存、利用等(第N条一第29条)

第5章山形県公文書等管理委員会(第30条一第38条)

第6章雑則(第39条一第41条)

第7章罰則(第42条)

附則

山形県公文書等の管理に関する条例

第1章総則

帽的)

第]条この条例は、県及び地方独立行政法人の諸活動及び歴史的事実の記録である公文書等が、

健全な民主主義の根幹を支える県民共有の知的資源として、県民が主体的に利用し得るものであ

ることに鑑み、公文書等の管理に関する基本的事項を定めることにより、公文書等の適正な管

理、歴史公文書の適切な保存及び利用等を図り、もって県政が適正かっ効率的に運営されるよう

にするとともに、県及び地方独立行政法人の有するその諸活動を現在及び将来の県民に説明する

責務が全うされるようにすることを目的とする。

(定義)

第2条この条例において「実施機関」とは、知事、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、

監査委員、公安委員会、警察本部長、労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面煥

場管理委員会、企業管理者及ぴ病院事業管理者をいう。

2 この条例(第21条第1項を除く。)において「地方独立行政法人」とは、県が設立団体である

地方独立行政法人法(平成15年法律第Ⅱ8号)第2条第1項に規定する地方独立行政法人をい

つ。

3 この条例において「公文書」とは、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書(図画

及び写真その他情報が記録された規則で定める記録媒体を含む。第22条を除き、以下同じ。)で

あって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有してぃるものを

いう。ただし、次に掲げるものを除く。

(D 官報、県公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として

発行されるもの

②特定歴史公文書

(3)山形県立図書館、山形県立博物館その他の規則で定める施設において、規則で定めるところ

により、一般の利用に供することを目的として特別の管理がされているもの(前2号に掲げる

ものを除く。)

4 この条例において凡去人文書」とは、地方独立行政法人の役員又は職員が職務上作成し、又は

取得した文書であって、当該地方独立行政法人の役員又は職員が組織的に用いるものとして、当
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該地方独立行政法人が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。

(D 官報、県公報、白書、新闘、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売するととを目的として

発行されるもの

②特定歴史公文書

(3)規則で定める施設において、規則で定めるところにより、一般の利用に供することを目的と

して特別の管理がされているもの(前2号に掲げるものを除く。)

5 この条例において「歴史公文書」とは、公文書及び法人文書のうち、歴史資料として重要な文

書として、規則で定める基準に適合するものをいう。

6 この条例において「特定歴史公文書」とは、歴史公文書のうち、次に掲げるものをいう。

①第8条第1項の規定により知事に移管されたもの

②第Ⅱ条第4項の規定により知事に移管されたもの

7 この条伊」において「公文書等」とは、次に掲げるものをいう。

①公文書

②法人文書

③特定歴史公文書

q也の法令との関係)

第3条公文書等の管理については、法律若しくはこれに基づく命令又は他の条例に特別の定めが

ある場合を除くほか、この条例の定めるところによる。

第2章公文書の管理

第1節文書の作成

第4条実施機関の職員は、第1条の昌的の達成に資するため、当該実施機関における経緯も含め

た意思決定に至る過程並びに当該実施機関の事務及ぴ事業の実績を合理的に跡付け、又は検証す

ることができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、次に掲げる事項その他第

10条第1項に規定する文書管理規程で定める事項について、文書を作成しなければならない。

①条例の制定又は改廃及びその経緯

(2)行政運営若しくは政策の基本的な事項を定める方針又は計画の策定叉は改正

③複数の実施機関による申合せ又は他の実施機関若しくは地方公共団体に対して示す基準の設

定及びその経緯

④個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

⑤職員の人事に関する事項

第2節公文書の整理等

(整理)

第5条実施機関の職員が公文書を作成し、又は取得したときは、当該実施機関は、規則で定める

ところにより、当該公文書にっいて系統的に分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存

期間の満了する日を設定しなければならない。

2 実施機関は、能率的な事務又は事業の処理及び公文書の適切な保存に資するよう、単独で管理

するととが適当であると認める公文書を除き、適時に、相互に密接な関連を有する公文書(保存

期間を伺じくすることが適当であるものに限る。)をーの集合物(以下「公文書ファイノレ」とい

う。)にまとめなけれぱならない。

3 前項の場合において、実施機関は、規則で定めるところにより、当該公文書ファイルについて

系統的に分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなければ

ならなし、。

4 実施機関は、第1項及び前項の規定により設定した保存期間及び保存期間の満了する日を、規

則で定めるところにより、延長することができる。

5 実施機関は、公文書ファイル及び単独で管理している公文書(以下「公文書ファイル等」とい
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う。)について、保存期間(延長された場合にあっては、延長後の保存期間。以下同じ。)の満

了前のできる限り早い時期に、保存期間が満了したときの措置として、歴史公文書に該当するも

のにあっては知事への移管の措置を、それ以外のものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定

めなければならない。

(保存)

第6条実施機関は、公文書ファイル等について、当該公文書ファイル等の保存期間の満了する日

までの間、その内容、時の経過、利用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必

要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で保存しな

ければならない。

2 前項の場合において、実施機関は、当該公文書ファイル等の集中管理の推進に努めなければな

らない。

(公文書ファイル管理簿)

第7条実施機関は、公文書ファイル等の管理を適切に行うため、規則で定めるととろにより公、

文書ファイル等の分類、名称、保存期闇、保存期間の満了する日、保存期間が満了したときの措

置及ぴ保存場所その他の彪、要な事項(山形県佶報公開条例(平成9年12月県条例第訟号。以下

「情報公開条例」という。)第6条に規定する不開示佶報に該当するものを除く。)を帳篝(以

下「公文書ファイル管理輝」という。)に記載しなければならない。ただし、規則で定める期間

未満の保存期間が設定された公文書ファイル等については、との限りでない。

2 実施機関は、公文書ファイル管理簿について、規則で定めるところにより、当該実施機関の事

務所に備えて一般の閲覧に供するとともに、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法により公表しなけれぱならない。

(移管又は廃棄)

第8条実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、第5条第5項の規定による

定めに基づき、知事に移管し、又は廃棄しなければならない。

2 実施機関は、前項の規定により、保存期問が満了した公文書ファイル等を廃棄しようとすると

きは、第2条第5項の基準に適合するか否かについて山形県公文書等管理委員会(第30条に規定

する山形県公文書等管理委員会をいう。第24条において同じ。)の意見を聴かなけれぱならな

し、

3 実施機関は、前項の意見を踏まえ、公文書ファイル等を廃棄する場合には、あらかじめ、知事

に協議し、その伺意を得なければならない。この場合において、知事の同意が得られないとき

は、当該実施機関は、当該公文書ファイル等について、新たに保存期間及び保存期間の満了する

日を設定しなければならない。

4 実施機関は、第1項の規定により知事に移管する公文書ファイル等にっいて、第15条第1項第

1号に掲げる場合に該当するものとして知事が利用の制限を行うことが適切であると認める場合

には、その旨の意見を付さなければならない。

(管理状況の報告等)

第9条実施機関は、公文書ファイル管理簿の記載状況その他の公文書の管理の状況にっいて、毎

年度、知事に報告しなければならない。

2 知事は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなけれぱならない。

3 知事は、第1項に定めるもののほか、公文書の適正な管理を確保するために必要があると認め

る場合には、実施機関に対し、公文書の管理について、その状況に関する報告若しくは資料の提

出を求め、又は当該職員に実地調査をさせることができる。

(文書管理規程)

第10条実施機関は、公文書の管理が第4条から前条までの規定に基づき適正に行われるととを確

保するため、文書管理規程(公文書の管理に関する定めをいう。以下同じ。)を設けなけれぱな
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らなし、。

2 文書管理規程には、公文書に関する次に掲げる事項を記載しなければならない。

①作成に関する事項

②整理に関する事項

③保存に関する事項

④公文書ファイル管理簿に関する事項

⑤移管又は廃棄に関する事項

⑥管理状況の報告に関する事項

(フ)前各号に掲げるもののほか、公文書の管理が適正に行われることを確保するために必要な事

項

3 実施機関は、文書管理規程を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。これ

を変更したときも、同様とする。

第3章法人文書の管理

(法人文書の管理に関する原則)

第Ⅱ条地方独立行政法人は、第4条から第6条までの規定に準じて、法人文書を適正に管理しな

ければならないイ

2 地方独立行政法人は、法人文書ファイル等(能率的な事務又は事業の処理及び法人文書の適切

な保存に資するよう、相互に密接な関連を有する法人文書をーの集合物にまとめたもの並びに単

独で管理している法人文書をいう。以下同じ。)の管理を適切に行うため、法人文書ファイル等

の分類、名称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置及び保存場所

その他の必要な事項(情報公開条例第6条に規定する不開示情報に該当するものを除く。)を帳

簿(以下「法人文書ファイル管理簿」という。)に記載しなければならない。ただし、地方独立

行政法人が定める期間未満の保存期間が設定された法人文書ファイル等については、この限りで

ない。

3 地方独立行政法人は、法人文書ファイル管理簿について、当該地方独立行政法人の事務所に備

えて一般の閲覧に供するとともに、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法により公表しなければならない。

4 地方独立行政法人は、保存期間が満了した法人文書ファイル等について、歴史公文書に該当す

るものにあっては知事に移管し、それ以外のものにあっては廃棄しなければならない。

5 地方独立行政法人は、前項の規定により知事に移管する法人文書ファイル等について、第15条

第1項第1号に掲げる場合に該当するものとして知事が利用の制限を行うことが適切であると認

める場合には、その旨の意見を付さなければならない。

(管理状況の報告等)

第12条地方独立行政法人は、法人文書ファイル管理簿の記載状況その他の法人文書の管理の状況

について、毎年度、知事に報告しなければならない。

2 知事は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなけれぱならない。

(法人文書管理規程)

第13条地方独立行政法人は、法人文書の管理が前2条の規定に基づき適正に行われることを確保

するため、第10条第2項の規定を参酌して、法人文書管理規程(法人文書の管理に関する定めを

いう。以下同じ。)を設けなければならない。

2 地方独立行政法人は、法人文書管理規程を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。これを変更したときも、同様とする。

第4章特定歴史公文書の保存、利用等

(特定歴史公文書の保存等)

第14条知事は、特定歴史公文書について、第27条の規定により廃棄されるに至る場合を除き、永
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久に保存しなければならない。

2 知事は、特定歴史公文書について、その内容、保存状態、時の経過、利用の状況等に応じ、適

切な保存及び利用を確保するために必要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容易に

するための措置を講じた上で保存しなければならない。

3 知事は、特定歴史公文書に個人情報(個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合するこ

とができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)をいう。以

下同じ。)が記録されている場合には、当該個人情隷の漏えいの防止のために必要な措置を講じ

なけれぱならない。

4 知事は、規則で定めるところにより、特定歴史公文書の分類、名称、移管をした実施機関又は

地方独立行政法人の名称、移管を受けた時期及び保存場所その他の特定歴史公文書の適切な保存

を行い、及び適切な利用に資するために必要な事項を記載した目録を作成し、これを公表しなけ

れぱならない。

(特定歴史公文書の利用請求及びその取扱い)

第15条知事は、保存している特定歴史公文書について前条第4項の目録の記載に従い利用の請求

があった場合には、次に掲げる場合を除き、これを利用させなけれぱならない。

①当該特定歴史公文書に次に掲げる佶報が記録されている場合

イ情報公開条例第6条第1項第1号に掲げる情報

口佶報公開条例第6条第1項第2号に掲げる情報

ハ佶報公開条例第6条第1項第3号又は第6号イ若しくはホに掲げる佶報

公にすることにより、人の生命、身体、財産又は社会的地位の保護、犯罪の予防、鎮圧又

は捜査、公訴の維持、刑の執行その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぽすおそれがある

と当該特定歴史公文書を移管した実施機関が認めるに足りる相当の理由がある情報

②当該特定歴史公文書の原本を利用に供するととにより当該原本の破損若しくはその汚損を生

ずるおそれがある場合又は当該特定歴史公文書を保存する知事が当該原本を現に使用している

場合

2 知事は、前項に規定する利用の請求(以下「利用請求」という。)に係る特定歴史公文書が伺

項第1号に該当するか否かについて判断するに当たっては、当該特定歴史公文書が公文書又は法

人文書として作成又は取得されてからの時の経過を若慮するとともに、当該特定歴史公文書に第

8条第4項又は第Ⅱ条第5項の規定による意見が付されている場合には、当該意見を参酌しなけ

ればならない。

3 知事は、第1項第1号に掲げる場合であっても、同号イから二までに掲げる情報が記録されて

いる部分を容易に区分して除くことができるときは、利用請求をしたもの(以下「利用請求者」

という。)に対し、当該部分を除いた部分を利用させなければならない。ただし、当該部分を除

いた部分に有意の佶報が記録されていないと認められるときは、との限りでない。

(本人情報の取扱い)

第16条知事は、前条第1項第1号口の規定にかかわらず、同号口に掲げる情報により識別される

特定の個人(以下この条において「本人」という。)から、当該情報が記録されている特定歴史

公文書について利用請求があった場合において、規則で定めるところにより本人であるととを示

す書類の提示又は提出があったときは、本人の生命、身体、健康、生活又は財産を害するおそれ

がある佶報が記録されている場合を除き、当該特定歴史公文書につき同号口に掲げる佶報(本人

に関する個人情報に限る。)が記録されている部分についても、利用させなけれぱならない。

(利用請求の方法)

第17条利用請求をしようとするものは、次に掲げる事項を記載した書面(以下疇青求書」とい

う。)を知事に提出しなければならない。
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①氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並びに法人その他の団体にあって

はその代表者の氏名

②第14条第4項の目録に記載された当該利用請求に係る特定歴史公文書の名称

(3)前2号に掲げるもののほか、規則で定める事項

2 知事は、請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用請求者に対し、相当の期間を定め

て、その補正を求めることができる。この場合において、知事は、利用請求者に対し、補正の参

考となる情報を提供するものとする。

(利用請求に対する決定等)

第18条知事は、利用請求に係る特定歴史公文書の全部又は一部を利用させるときは、その旨の決

定をし、利用請求者に対し、その旨及び特定歴史公文書の利用に関し規則で定める事項を書面に

より通知しなければならない。

2 知事は、利用請求に係る特定歴史公文書の全部を利用させないときは、その旨の決定をし、利

用請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。

(利用決定等の期限)

第19条前条各項の決定(以下「利用決定等」という。)は、請求書が提出された日から起算して

30日以内にしなけれぱならない。ただし、第17条第2項の規定により補正を求めた場合にあって

は、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

2 前項の規定にかかわらず、知事は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に

規定する期問を30日を限度として延長することができる。との場合において、知事は、利用請求

者に対し、遅滞なく、その旨、伺項の期間内に利用決定等をするととができない理由及び延長す

る期間を書面により通知しなければならない。

(利用決定等の期限の特伊D

第20条利用請求に係る特定歴史公文書が著しく大量であるため、当該請求書が提出された日から

起算して60日以内にその全てについて利用決定等をするととにより事務又は事業の実施に著しい

支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、知事は、利用請求に係る特定歴

史公文書のうちの相当の部分につき当該期間内に利用決定等をし、残りの特定歴史公文書につい

ては、相当の期間内に利用決定等をすれぱ足りる。この場合において、知事は、同条第1項に規

定する期間内に、利用請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。

①本条を適用する旨及びその理由

②残りの特定歴史公文書について利用決定等をする期限

(第三者に対する意見書提出の機会の付与等)

第21条利用請求に係る特定歴史公文書に県、国、公文書等の管理に関する法律(平成21年法律第

66号)第2条第2項に規定する独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政法人法第2条

第1項に規定する地方独立行政法人及び利用請求者以外のもの(以下「第三者」という。)に関

する佶報が記録されている場合には、知事は、当該特定歴史公文書を利用させるか否かについて

の決定をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、利用請求に係る特定歴史公文書の名称

その他規則で定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。

2 知事は、第三者に関する情報が記録されている特定歴史公文書の利用をさせようとする場合で

あって、当該情報が情報公開条例第6条第1項第2号ハ又は第3号ただし書に規定する情報に該

当すると認めるときは、利用させる旨の決定に先立ち、当該第三者に対し、利用請求に係る特定

歴史公文書の名称その他規則で定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与え

なければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。

3 知事は、特定歴史公文書であって第15条第1項第1号二に該当するものとして第8条第4項の

規定により意見を付されたものを利用させる旨の決定をする場合には、あらかじめ、当該特定歴

史公文書を移管した実施機関に対し、利用請求に係る特定歴史公文書の名称その他規則で定める
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事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなけれぱならない。

4 知事は、第1項又は第2項の規定により意見書を提出する機会を与えられた第三者が当該特定

歴史公文書を利用させることに反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、当該特定

歴史公文書を利用させる旨の決定をするときは、その決定の日と利用させる日との間に少なくと

も2週間を置かなければならない。この場合において、知事は、その決定後直ちに、当該意見書

(第24条第3項第2号において f反対意見書」という。)を提出した第三者に対し、利用させる

旨の決定をした旨及びその理由並びに利用させる日を書面により通知しなけれぱならない。

(利用の方法)

第22条知事が特定歴史公文書を利用させる場合には、文書、図画及び写真については閲覧又は写

しの交付の方法により、第2条第3項に規定する規則で定める記録媒体についてはその種別、情

報化の進展状況等を勘案して規則で定める方法により行う。ただし、閲覧の方法により特定歴史

公文書を利用させる場合にあっては、当該特定歴史公文書の保存に支障を生ずるおそれがあると

認めるときその他正当な理由があるときに限り、その写しを閲覧させる方法により、これを利用

させることができる。

(至?用負担)

第23条前条の規定により写しの交付又は同条に規定する規則で定める方法により特定歴史公文書

を利用するものは、当該写しの作成及び送付又はこれらに準ずるものとして規則で定めるものに

要する費用を負担しなけれぱならない。

(審査請求及び山形県公文書等管理委員会への諮問)

第24条利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為について不服があるものは、知事に対

し、審査請求をすることができる。

2 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査法

(平成26年法律第68号)第9条第1項本文の規定は、適用しない。

3 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為に係る審査請求があったときは、知事は、次

の各号のいずれかに該当する場合を除き、山形県公文書等管理委員会に諮問しなければならな

し、

①審査請求が不適法であり、却下する場合

②裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る特定歴史公文書の全部を利用させる

こととする場合(当該特定歴史公文書の利用について反対意見書が提出されている場合を除

く。)

(利用の促進)

第25条知事は、特定歴史公文書(第15条の規定により利用させることができるものに限る。)に

ついて、展示その他の方法により積極的に一般の利用に供するよう努めなければならない。

(移管元実施機関等による利用の特伊D

第26条特定歴史公文書を移管した実施機関又は地方独立行政法人が知事に対してそれぞれの所掌

事務又は業務を遂行するために必要であるとして当該特定歴史公文書にっいて利用請求をした場

合には、第15条第1項第1号の規定は、適用しない。

(特定歴史公文書の廃棄)

第27条知事は、特定歴史公文書として保存されている文書が歴史資料として重要でなくなったと

認める場合には、当該文書を廃棄することができる。

(保存及び利用の状況の公表)

第28条知事は、特定歴史公文書の保存及び利用の状況について、毎年度、その概要を公表しなけ

れぱならない。

(特定歴史公文書の保存等に関する定め)

第29条知事は、特定歴史公文書の保存、利用及び廃棄が第14条から第23条まで及び第25条から前
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条までの規定に基づき適切に行われることを確保するため、特定歴史公文書に係る次に掲げる事

項に関する定めを設け、とれを公表しなけれぼならない。

①保存に関する事項

(2)第23条に規定する費用負担その他一般の利用に関する事項

(3)特定歴史公文書を移管した実施機関又は地方独立行政法人による当該特定歴史公文書の利用

に関する事項

④廃棄に関する事項

⑤保存及び利用の状況の公表に関する事項

第5章山形県公文書等管理委員会

(設置)

第30条この条例の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議させるため、山形県公文書

等管理委員会(以下「委員会」という。)を置く。

絲且織)

第31条委員会は、委員5人以内で組織する。

(委員)

第32条委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。

2 委員の任期は、 2年とする。ただし、補欠又は増員により任命された委員の任期は、前任者又

は現任者の残任期間とする。

3 委員は、再任されるととを妨げない。

4 委員又は委員であった者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

(委員長)

第33条委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

3 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員が、そ

の職務を代理する。

(会議)

第34条委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招集する。

2 委員長は、会議の議長となる。

3 会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くことができない。

4 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。

(庶務)

第35条委員会の庶務は、総務部において処理する。

(委任)

第36条との条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。

(委員会への諮問)

第37条実施機関及び地方独立行政法人は、文書管理規程及び法人文書管理規程の制定又は改廃の

立案をしようとするときには、委員会に諮問しなければならない。

2 知事は、次に掲げる場合には、委員会に諮問しなければならない。

(D との条例に基づく規則及び第29条に規定する定めの制定又は改廃の立案をしようとすると

き。

(2)第27条の規定による廃棄をしようと,、るとき。

(資料の提出等の求め)

第38条委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認める場合には、実施機関若しくは



地方独立行政法人又は知事に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。

第6章雑則

(訴訟に関する書類等の取扱い)

第39条次の各号に掲げるものについては、当該各号に定める規定は、適用しない。

①刑事訴訟法(昭和23年法律第131号)第53条の2第3項に規定する訴訟に関する書類(次項

において「訴訟書類」という。)第2章の規定

②刑事訴訟法第認条の2第4項に規定する押収物この条例の規定

2 実施機関は、知事と協議して定めるところにより、当該実施機関が保有する訴訟書類で歴史資

料として重要なもの(以下この条において「歴史的訴訟書類」という。)の適切な保存のために

必要な措置を講ずるものとする。

3 知事は、前項の協議による定めに基づき、歴史的訴訟書類について、知事において保存する必

要があると認める場合には、当該歴史的訴訟書類を保有する実施機関との合意により、その移管

を受けるととができる。

4 前項の規定により知事に移管された歴史的訴訟書類については、特定歴史公文書とみなして、

第4章の規定を適用tる。ただし、同項の規定による実施機関との合意において利用の御邦艮を行

うこととされている歴史的訴訟書類について利用の請求があったときは、第15条の規定にかかわ

らず、知事は、利用を制限するものとする。

(職員に対する研修)

第如条実施機関及び地方独立行政法人は、それぞれ、当該実施機関又は当該地方独立行政法人の

職員に対し、公文書等の管理を適正かつ効果的に行うために必要な知識及び技能を習得させ、及

び向上させるために必要な研修を行うものとする。

2 知事は、実施機関及び地方独立行政法人の職員に対し、歴史公文書の適切な保存及び移管を確

保するために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要な研修を行うものとす

る。

(組織の見直しに伴う公文書等の適正な管理のための措置)

第U条実施機関は、当該実施機関について統合、廃止等の組織の見直しが行われる場合には、そ

の管理tる公文書について、統合、廃止等の組織の見直しの後においてこの条例の規定に準じた

適正な管理が行われることが確保されるよう必要な措置を講じなければならない。

2 地方独立行政法人は、当該地方独立行政法人について民営化等の組織の見直しが行われる場合

には、その管理する法人文書について、民営化等の組織の見直しの後においてこの条例の規定に

準じた適正な管理が行われることが確保されるよう必要な措置を講じなければならない。

第7章罰則

第42条第32条第4項の規定に違反して秘密を漏らした者は、 1年以下の懲役又は50万円以下の罰

金に処する。

附則

(施行期日)

1 この条例は、平成32年4月1日から施行する。ただし、第5章の規定(第37条第2項第2号の

規定を除く。)及び次項の規定は、公布の日から施行する。

(準備行為)

2 との条例の規定による規則その他の規程の制定のため必要な手続その他の行為は、との条例の

施行前においても、行うことができる。

(経過措置)

3 との条例の規定は、この条例の施行の日以後に作成し、又は取得した文書について適用する。

4 実施機関は、この条例の施行の際自ら定めた基準により保存期間を定めて保存している簿冊等
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(能率的な事務又は事業の処理及び文書の適切な保存に資するようまとめられた相互に密接な関

連を有する文書の集合物又は単独で管理することが適当であると認められた文書をいう。以下同

じ。)で当該保存期間を満了してなお保存しているものについては、第8条の規定の例により、

知事に移管し、又は廃棄するよう努めるものとする。

5 実施機関は、この条例の施行の際自ら定めた基準により保存期間を定めて保存している簿冊等

で当該保存期闇を満了していないものについては、当該保存期間を第5条第1項又は第3項の規

定により定めた保存期間とみなして、同条第4項及び第8条の規定の例により取り扱うよう努め

るものとする。

6 地方独立行政法人が、この条例の施行の際現に保存している文書であって、歴史公文書に相当

するものがある場合は、第Ⅱ条第4項の規定の例により、知事に移管することができる。

7 この条例の施行の際現に知事が歴史公文書に相当するものとして特別の管理をしているもの及

び附則第4項から前項までの規定により知事に移管した文書については、特定歴史公文書とみな

す。

8 知事は、公文書館法佃召和62年法律第Ⅱ5号)第4条に規定する公文書館が設置されるまでの

間、特定歴史公文書を保存し、及び一般の利用に供するとと等の業務を行うための施設(以下

「公文書センター」という。)を設けるものとする。

9 公文書センターの設置及び運営に関し必要な事項は、知事が別に定める。

(山形県情報公開条例の一部改正)

10 情報公開条例の一部を次のように改正する。

第2条第3号イ及び口を次のように改める。

イ官報、県公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的と

して発行されるもの

口山形県公文書等の管理に関する条例(平成31年3月県条例第号)第2条第6項に規定

する特定歴史公文書

第2条第3号に次のように加える。

<山形県立図書館、山形県立博物館その他の規則で定める施設において、規則で定めると

ころにより、一般の利用に供することを目的として特別の管理がされているもの(イ及び

口に掲げるものを除く。)

(山形県個人情報保護条例の一部改正)

Ⅱ山形県個人情報保護条例(平成12年10月県条例第62号)の一部を次のように改正する。

第2条第5号イ及び口を次のように改める。

イ官報、県公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的と

して発行されるもの

口山形県公文書等の管理に関する条例(平成31年3月県条例第号)第2条第6項に規定

する特定歴史公文書

第2条第5号に次のように加える。

ハ山形県立図書館、山形県立博物館その他の規則で定める施設において、規則で定めると

ころにより、一般の利用に供することを目的として特別の管理がされているもの(イ及び

口に掲げるものを除く。)

提案理由

公文書等の管理に関する基本的事項を定めることにより、公文書等の適正な管理、歴史公文書の

適釖な保存及び利用等を図るため提案するものである。
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議第55号

山形県情報公開条例等の一部を改正する条例の設定にっいて

山形県情報公開条例等の一部を改正する条例を炊のように制定する。

山形県情報公開条例等の一部を改正する条例

(山形県情報公開条例の一部改正)

第1条山形県情報公開条例(平成9年12月県条例第認号)の一部を次のように改正する。
第6条第1項第5号中「又は県が設立団体である」を「、国、独立行政法人等、県以外の地方

公共団体及び」に、「内部の」を「内部又は相互間における」に、「が不当に阻害され、」を
「若しくは」に改め、同項第6 号を次のように改める。

⑥県、国、独立行政法人等、県以外の地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事

業に関する情報であって、開示をすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事

業の性質上、当該事務又は事業の適正な実施に支障を及ぽすおそれがあるもの

イ監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実

の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を
困難にするおそれ

口契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、県、国、独立行政法人等、県以外の地方公共団
体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ

ハ調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ

人事管理に係る事務に関し、公正かっ円滑な人事の確保に支障を及ぽすおそれ

ホ県若しくは県以外の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害tるおそれ

第6条第1項第7号を削る。

第10条第1項第1号中「日本工業規格」を珀本産業規格」に改める。

(山形県個人情報保護条例の一部改正)

第2条山形県個人情報保護条例(平成12年10月県条例第62号)の一部を次のように改正する。
第12条第1項第6号中「又は県が設立団体である」を「、国、独立行政法人等、県以外の地方

公共団体及び」に、「内部の」を「内部又は相互間における」に、「交換又は」を「交換若しく

は」に、「損なわれるおそれその他当該審議、検討又は協議に支障」を「損なわれ、県民その他

のものに不当に混乱を生じさせ、又は特定のものに不当に利益を与え、若しくは不利益」に改
め、同項第7号を次のように改める。

(フ)岬、国、独立行政法人等、県以外の地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事

業に関する佶報であって、開示するととにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業

の性質上、当該事務又は事業の適正な実施に支障を及ぼtおそれがあるもの

イ監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実

の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を
困難にするおそれ

口契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、県、国、独立行政法人等、県以外の地方公共団
体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ

ハ調査研究に係る事務に関し、その公正かっ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ

人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぽtおそれ

ホ県若しくは県以外の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ
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第12条第1項第8号を削る。

第16条第1項第1号中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第1条中山形県情報公開条例第10条第1項第1号

の改正規定及び第2条中山形県個人情報保護条例第16条第1項第1号の改正規定は、平成31年7月

1日から施行する。

提案理由

不開示情報の対象となる情報を明確にする等のため提案tるものである。
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議第56号

行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例の制定にっいて

行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例

行政不服審査法施行条例(平成27年12月県条例第56号)の・一部を次のように改正する。

第12条第2項中「日本工業規格」を■本産業規格」に改める。

附則

この条例は、平成31年7月1日から施行する。

提案理由

工業標準化法の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものである。
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議尻57号

議会の議決に付すべき契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

議会の議決に付すべき契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。

議会の議決に付すべき契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例の一部を改

正する条例

議会の議決に付すべき契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例(昭和39年3月県条例

第6号)の一部を次のように改正する。

別表中「1.08」を「1,1」に改める。

附則

1 この条例は、平成31年10月1日から施行する。

2 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の行政財産の使用の期間に係る使用料につい

て適用する。

提案理由

行政財産の使用料の額の適正化を図るため提案するものである。
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議弟58号

山形県事務処理の特例に関する条例等の一部を改正する条例の設定にっいて

山形県事務処理の特例に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県事務処理の特例に関する条例等の一部を改正する条例

(山形県事務処理の特例に関する条例の・一部改正)

第1条山形県事務処理の特例に関する条例(平成Ⅱ年12月県条例第36号)の一部を次のように改
正する。

第2条第1項の表第15項事務の欄第1号から第4号まで及び第6号から第9号までの規定中

「第訴条の2」を「第釘条の4」に改め、同欄第12号中「第5項第3号」を「第6項第3号」
に、「、第68条の7第5項」を「並びに第駆条の7第5項」に、「の規定に」を「並びに第87条

の3第3項、第5項及び第6項の規定に」に改める。

(山形県事務処理の特例に関tる条例の一部を改正する条例の一部改正)

第2条山形県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例(平成30年12月県条例第67号)

の・一部を次のように改正する。

第2条第1項の表の改正規定中「第13項から第19項まで」を「第16項から第19項まで」に、

「同表第12項」を「同表第15項市町村の欄中「村山市」を「村山市、天童市」に改め、同項を同

表第18項とし、同表中第N項を第17項とし、第13項を第16項とし、同表第12項」に改める。

附則第1項に見出しとして「(施行期田」を付する。

附則第2項の前に見出しとして「(経過措置)」を付し、附則に次の1項を加える。

3 この条例の施行の日前に農地法印召和27年法律第229号)の規定により知事がした処分その

他の行為のうちこの条例の施行の際現に効力を有するもの又はこの条例の施行の際現に同法の

規定により知事に対してされている申請その他の行為で、同日以後において改正後の第2条第

1項の規定により天童市の長が執行tることとなる事務(同項の表第18項に掲げるものに限

る。)に係るものは、同日以後においては、天童市の長がした処分その他の行為又は天童市の

長に対してされた申請その他の行為とみなす。

附則

この条例中第1条の規定は規則で定める日から、第2条の規定は公布の日から施行する。

提案理由

条例による事務処理の特例として市町村が処理するとととする事務の範囲を拡大する等のため提

案するものである。

18



議弟59号

山形県志津野営場条例の一部を改正する条例の制定について

山形県志津野営場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県志津野営場条例の一部を改正する条例

山形県志津野営場条例(平成13年3月県条例第H号)の一部を次のように改正する。

別表中「1,000円」を「1,040円」に、「500円」を「520円」に改める。

附則

この条例は、平成31年10月1日から施行する。

提案理由

山形県志津野営場の使用料の額の適正化を図るため提案するものである。

28



議第60号

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

の制定について

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年12月県条例第64号)の

一部を次のように改正する。

第器条第4項及び第28条第3項中「大学」を「大学(短期大学を除く。)」に改める。

第30条第1号中「者」を「者(学校教育法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含

む。)」に改める。

第36条第2項第1号中「者」を「者(学校教育法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を

含む。)」に改め、同項第5号中「学校教育法の規定により、」を「教育職員免許法(昭和24年法

律第147号)第4条に規定する免許状のうち」に、「となる資格j を「の免許状」に改め、同項第

6号イ中「者」を「者(当該学科又は当該課程を修めて同法に基づく専門職大学の前期課程を修了

した者を含む。)」に改める。

第39条第4項中「大学」を「大学(短期大学を除く。)」に改める。

第41条第1号中「者」を「者(学校教育法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含

む。)」に改め、同条第4号中「大学」を「大学(短期大学を除く。次号において同じ。)」に改

め、同条第9・号中「学校教育法の規定により」を「教育職員免許法第4条に規定する免許状のうち

幼稚園」に、「となる資格」を「の免許状」に改める。

第45条第10項中「大学」を「大学(短期大学を除く。)」に改める。

第訟条第3項及び第62条第4項中「において、心理学を」を「(短期大学を除く。以下この項に

おいて同じ。)において、心理学を」に改める。

第64条第3号中「者」を「者(学校教育法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含

む。)」に改め、同条第4号中「学校教育法に基づく大学」を「学校教育法に基づく大学(短期大

学を除く。以下この号において同じ。)」に改め、同条第8号中「学校教育法の規定により、」を

「教育職員免許法第4条に規定する免許状のうち」に、「となる資格」を「の免許状」に改める。
附則

この条例は、平成31年4月1日から施行する。

提案理由

児童指導員の資格要件に幼稚園の教諭の免許状を有する者に係るものを追加する等のため提案す

るものである。
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議第61号

山形県青少年健全育成条例の一部を改正する条例の制定について

山形県青少年健全育成条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県青少年健全育成条例の一部を改正する条例

山形県青少年健全育成条例(昭和熨年3月県条例第玲号)の一部を次のように改正する。

第3条第1号の次に次の1号を加える。

①の2 児童ポルノ等児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等

に関する法律(平成Ⅱ年法律第52号)第2条第3項に規定する児童ポルノ又は同法第7条第2

項に規定する電磁的記録その他の記録をいう。

第3条の2第2項中「すべて」を「幼児期からの道徳教育が、生涯にわたる人格形成の基礎を培

ううえで重要なものであることを踏まえ、全て」に改め、同条に次の2項を加える。

5 青少年の健全な育成は、全ての県民が、青少年に対し、児童ポルノ等の提供を求める行為その

他の青少年の健全な育成を阻害する行為が行われることがあつてはならないという規範意識を持

つことによつて行われなければならない。

6 青少年の健全な育成は、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境が、インタ

ーネットの利用による青少年の身体的又は精神的な被害を防止するために必、要であるとの認識の

下に、行われなけれぱならない。

第6条の4中「自ら」を噛らを律して」に改める。

第H条の4第1項中「第7条第1項各号のいずれかに該当する」を「青少年有害情報(青少年が

安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律(平成20年法律第79号。以

下「青少年インターネット環境整備法」という。)第2条第3項に規定する青少年有害情報をい

う。)」に改め、同条第2項中「いう」をル,。次項において同じ」に改め、同条中第3項を第

4項とし、第2項の次に次の1項を加える。

3 インターネット接続役務提供事業者(青少年インターネット環境整備法第2条第6項に規定す

るインターネット接続役務提供事業者をいう。)及びインターネットと接続する機能を有する機

器の販売又は貸付けを業とする者は、その事業活動を行うに当たつては、有害情報を青少年が閲

覧し、又は視聴することがないよう、フィルタリングに係る情報その他の必要な情報を提供する

よう努めなければならない。

第Ⅱ条の4の次に次の1条を加える。

(携帯電話端末等による有害情報の閲覧防止措置)

第Ⅱ条の5 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等(青少年インターネット環境整備法第

玲条第1項に規定する携帯電話インターネット接続役務提供事業者等をいう。以下同じ。)は、

青少年インターネット環境整備法第14条の規定により、青少年又は保護者に対し、同条各号に掲

げる事項について説明するときは、併せて、規則で定める事項について説明するとともに、これ

らの事項を記載した書面を交付し、又は当該事項を記録した電磁的記録(電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。)を提供しなければならない。

2 保護者は、青少年インターネット環境整備法第15条ただし書の規定により青少年有害情報フィ

ルタリングサービス(青少年インターネット環境整備法第2条第10項に規定する青少年有害情報

フィルタリングサービスをいう。)を利用しない旨の申出をする場合にあつては携帯電話インタ

ーネット接続役務提供事業者(青少年インターネット環境整備法第2条第8項に規定する携帯電

話インターネット接続役務提供事業者をいう。)に対し、青少年インターネット環境整備法第16
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条ただし書の規定により青少年有害佶報フィルタリング有効化措置(同条に規定する青少年有害

情報フィルタリング有効化措置をいう。)を講ずるととを希望しない旨の申出をする場合にあっ

ては携帯電話インターネット接続役務提供事業者等に対し、規則で定める正当な理由その他の事

項を記載した書面又は当該事項を記録した電磁的記録(以下「書面等」という。)を提出しなけ

ればならない。

3 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、前項の規定により書面等の提出を受けた場

合は、当該書面等の提出を受けて締結した役務提供契約(青少年インターネット環境整備法第玲

条第1項に規定する役務提供契約をいう。)が終了する日又は当該役務提供契約に係る携帯電話

端末等(青少年インターネット環境整備法第2条第7項に規定する携帯電話端未等をいう。)を

使用する青少年が18歳に達する日のいずれか早い日までの問、当該書面等又は前項の書面に記載

された事項に係る電磁的記録を保存しなければならない。

4 知事は、携帯電話インターネット接続役務提供事業者等が、第1項又は前項の規定に違反して

いると認めるときは、当該携帯電話インターネット接続役務提供事業者等に対し、必要な措置を

とるべきことを勧告することができる。

5 知事は、携帯電話インターネット接続役務提供事業者等が前項の規定による勧告に従わなかっ

たときは、規則で定めるととろにより、その旨を公表することができる。

6 知事は、前項の規定により公表しようとするときは、第4項の勧告を受けた携帯電話インター

ネット接続役務提供事業者等に対し、意見を述べ、及び証拠を提出する機会を与えなけれぱなら

なし、

第13条の 2 を第13条の 3 とし、第13条の次に次の 1条を加える。

(児童ポルノ等の提供を求める行為の禁止)

第13条の2 何人も、青少年に対し、次に掲げる行為をしてはならない。

a)青少年に拒まれたにもかかわらず、当該青少年に係る児童ポルノ等の提供を行うように求め

る行為

(2)青少年を威迫し、欺き、若しくは困惑させ、又は青少年に対し対償を供与し、若しくはその

供与の約東をする方法により、当該青少年に係る児童ポルノ等の提供を行うように求める行為

第25条第1項中第5号を第6号とし、第4号の次に炊の 1号を加える。'

⑤携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の営業又は事業の場所

第27条第2項第2号中「第13条の 2j を「第13条の 3」に改め、同条第3項中「第15条」を「第

13条の 2又は第15条」に改め、同条第6項中「第13条の 2」を「第13条の 3」に改める。

附則

1 この条例は、平成31年7月1日から施行する。

2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による

提案理由

青少年が携帯電話端末等により有害情報を閲覧することを防止tる措置等を定めるとともに、青

少年に対し当該青少年に係る児童ポルノ等の提供を行うように求める行為を禁止する等のため提案

するものである。

0
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議第62号

山形県男女共同参画センター条例の一部を改正する条例の制定について

山形県男女共同参画センター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県男女共同参画センター条例の一部を改正する条例

山形県男女共同参画センター条例(平成13年3月県条例第12号)の一部を次のように改正する。

別表中

附則

この条例は、平成31年10月1日から施行する。

590円

240円

提案理由

山形県男女共同参画センターの使用料の額の適正化を図るため提案するものである。

を

600円

250円

に改める。
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議第63号

山形県保健所及び山形県衛生研究所使用料、手数料条例の一部を改正する条例の制定

について

山形県保健所及び山形県衛生研究所使用料、手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。

山形県保健所及び山形県衛生研究所使用料、手数料条例の一部を改正する条例

山形県保健所及び山形県衛生研究所使用料、手数料条例(昭和48年3月県条例第19号)の一部を

次のように改正する。

円
19,000

H,300

別表中

58,800

円
19,500

8,750

75,100

11,600

60,600

8,750

を

49,200

8,950

附則

との条例は、平成31年10月1日から施行する。

提案理由

保健所及び衛生研究所の手数料の額の適正化を図るため提案するものである。

フフ,600

8,750

8,950

860

に改める。

50,700

8,950

870



議弟64号

山形県立こども医療療育センター使用料及び手数料条例の一部を改正する条例の制定

について

山形県立こども医療療育センター使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。

山形県立こども医療療育センター使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

山形県立こども医療療育センター使用料及び手数料条例佃召和24年5打県条例第29号)の一部を

次のように改正する。

別表保険診療以外の療養等の項中「1.08」を「1.1」に、「5,400円」を「5,500円」に改める。

附則

この条例は、平成31年10月1日から施行する。

提案理由

山形県立こども医療療育センター等の使用料及び手数料の額の適正化を図るため提案するもので

ある。
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議第傍号

山形県精神保健福祉センター条例の一部を改正する条例の制定について

山形県精神保健福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県精神保健福祉センター条例の一部を改正する条例

山形県精神保健福祉センター条例(昭和47年3月県条例第19号)の一部を次のように改正する。

第 2条第 2項中「860円』を「880円1 に改める。

附則

この条例は、平成31年10月1日から施行する。

提案理由

山形県精神保健福祉センターの手数料の額の適正化を図るため提案するものである。

98



議第66号

山形県身体障がい者保養所条例の一部を改正する条例の制定について

山形県身体障がい者保養所条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県身体障がい者保養所条例の一部を改正する条例

山形県身体障がい者保養所条例(昭和訟年12月県条例第43号)の一部を次のように改正する。

別表中

2,880円

30畳以上の室

30畳未満の室

900円

3,660円

2,930円

1,030円

4,7印円

3,160円

30畳以上の室

30畳未満の室

910円

3,660円

3,720円

附則

との条仰Nよ、平成31年10月1日から施行する。

提案理由

山形県身体障がい者保養所東紅苑の使用料の額の適正化を図るため提案するものである。

1,030円

1,040円

4,840円

3,210円

2,980円

3,720円

1,040円

630円

3,030円

を

640円
に改める。
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議第67号

山形県福祉休養ホーム条例の一部を改正する条例の制定について

山形県福祉休養ホーム条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県福祉休養ホーム条例の一部を改正する条例

山形県福祉休養ホーム条例(昭和54年3月県条例第14号)の一部を次のように改正する。

別表中

2,880円

30畳以上の室

30畳未満の室

900円

3,6印円

2,930円

1,030円

4,7印円

3,160円

30畳以上の室

30畳未満の室

910円

3,660円

3,720円

附則

この条例は、平成31年10月1日から施行する。

提案理由

山形県福祉休養ホーム寿海荘の使用料の額の適正化を図るため提案するものである。

1,030円

1,040円

4,840円

3,210円

2,980円

3,720円

1,040円

630円

3,030円

を

640円
に改める。
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